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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
そ の 他 有 価 証 券
時 価 の あ る も の 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均
法により算定）

時 価 の な い も の 移動平均法による原価法

② デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法
時価法

③ たな卸資産の評価基準及び評価方法
商 品 ・ 原 材 料 総平均法による原価法
仕 掛 品 個別法による原価法
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しておりま
す。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附
属設備は除く）については定額法
なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同
一の基準によっておりますが、事業用定期借地権契約に
よる借地上の建物については、契約期間を耐用年数とし
ております。
主な減価償却資産の耐用年数は次のとおりであります。
建物 10～50年
工具、器具及び備品 ３～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
の れ ん その効果が発現すると見積もられる期間（５年以内）に

基づく定額法
自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
市場販売目的のソフトウェア 販売可能な見込有効期間（３年以内）に基づく定額法

③ リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース
取引開始日が平成20年12月31日以前のものについては、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。
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④ 長 期 前 払 費 用 定額法

（3）引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金 債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

② 賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額のうち当事業年度に対応する部分を計上しており
ます。

③ 受 注 損 失 引 当 金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末
における受注契約に係る損失見込額を計上しておりま
す。

（4）収益及び費用の計上基準
完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当事業年度末までの進捗部分
について成果の確実性が認め
られる工事

工事進行基準
（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

その他の工事 工事完成基準

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

（6）ヘッジ会計の方法
① ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては、
特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 （ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
金利スワップ 借入金の利息

③ ヘ ッ ジ 方 針 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ
取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行
っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決
算日における有効性の評価を省略しております。

（7）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 15,128千円
短期金銭債務 3,911千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 1,441,197千円

３．損益計算書に関する注記
（1）関係会社との取引高

営業取引高
売 上 高 58,141千円
仕 入 高 11,819千円
その他の営業取引高 40,513千円
営業取引以外の取引高 277千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び株式数に関する事項

当 期 首 残 高 増 加 減 少 当 期 末 残 高
株 株 株 株

普 通 株 式 4,792,215 50,540 － 4,842,755

合 計 4,792,215 50,540 － 4,842,755
（変動事由の概要）
合併による増加 50,540株

（2）自己株式の種類及び株式数に関する事項

当 期 首 残 高 増 加 減 少 当 期 末 残 高
株 株 株 株

普 通 株 式 2,451 － － 2,451

合 計 2,451 － － 2,451
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（3）剰余金の配当に関する事項
① 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
平成27年３月27日開催の第51期定時株主総会において次のとおり決議されました。
株式の種類 普通株式
配当の総額 62,266千円
１株当たり配当金 13円00銭
基 準 日 平成26年12月31日
効力発生日 平成27年３月30日
（注）当社は平成26年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行って

おります。
② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
平成28年３月29日開催予定の第52期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
株式の種類 普通株式
配当の原資 利益剰余金
配当の総額 63,892千円
１株当たり配当金 13円20銭
基 準 日 平成27年12月31日
効力発生日 平成28年３月30日

（4）新株予約権等に関する事項

内訳 目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業年
度末残高
（千円）当事業年

度期首 増加 減少 当事業年
度末

第１回株式報酬型
新株予約権 普通株式 ― 8,400 ― 8,400 11,239

合計 ― 8,400 ― 8,400 11,239
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
流動の部

繰延税金資産
賞与引当金 10,879千円
未払事業税 9,575千円
未払費用 2,748千円
受注損失引当金 2,134千円
未払事業所税 1,489千円
その他 242千円
繰延税金資産合計 27,069千円

固定の部
繰延税金資産

ソフトウェア 31,575千円
関係会社株式 24,475千円
資産除去債務 11,552千円
減損損失 11,264千円
建物 8,674千円
電話加入権 7,012千円
敷金及び保証金 5,305千円
新株予約権 3,607千円
貸倒引当金 1,740千円
その他 1,679千円
繰延税金資産小計 106,887千円
評価性引当額 △60,049千円
繰延税金資産合計 46,838千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 3,756千円
その他 1,005千円
繰延税金負債合計 4,761千円
繰延税金資産の純額 42,076千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
貸借対照表に計上した固定資産のほか、ドコモショップの店舗建物の一部については、所有
権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については設備投資計
画等に照らして、銀行等金融機関からの借入により行っております。デリバティブ取引
は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり
ます。

② 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先等の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク
に晒されております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日でありま
す。
預り金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設
備投資に係る資金調達であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりま
すが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。なお、ヘ
ッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等につ
いては、前述の重要な会計方針に関する注記「（6）ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、販売管理規程に従い、取引開始時における信用調査、回収状況
の継続的なモニタリングを実施しております。
投資有価証券については、定期的に時価や出資先の財務状況を把握し、取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新することによ
り、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい
るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
また、「（2）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額
等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま
せん。

⑤ 信用リスクの集中
当期の貸借対照表日現在における営業債権のうち27.7％（前事業年度は23.9％）が特定
の取引先に対するものであります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
平成27年12月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め
られるものは含まれておりません。

貸借対照表計上額 時 価 差 額
千円 千円 千円

① 現金及び預金 481,836 481,836 －

② 受取手形 5,292 5,292 －

③ 売 掛 金 1,240,001 1,240,001 －

④ 投資有価証券 395 395 －

資 産 計 1,727,525 1,727,525 －

① 買 掛 金 377,320 377,320 －

② 短期借入金 200,000 200,000 －

③ 未 払 金 220,438 220,438 －

④ 未払法人税等 127,072 127,072 －

⑤ 預 り 金 85,650 85,650 －
⑥ 長期借入金（１年内返済予定

長期借入金を含む） 402,505 404,700 2,195

負 債 計 1,412,987 1,415,182 2,195
（注）1. 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産
① 現金及び預金、② 受取手形及び③ 売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

④ 投資有価証券
時価については、株式は取引所の価格によっております。

負債
① 買掛金、② 短期借入金、③ 未払金、④ 未払法人税等及び⑤ 預り金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっております。

⑥ 長期借入金（１年内返済予定長期借入金を含む）
長期借入金の固定金利のもの及び変動金利で金利スワップの特例処理の対象と
なっているものについては、元利金の合計額を借入期間に応じた利率で割り引い
た現在価値で算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当社の信用状態は実行後と大きく異なっていないことから、時価は
帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

― 7 ―



2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 貸借対照表計上額

千円
関係会社株式
非上場株式 17,251

その他有価証券
非上場株式 19,000

出資金 31
合 計 36,282

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
るため、含めておりません。

3. 金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
千円 千円 千円 千円

現金及び預金 481,836 － － －
受 取 手 形 5,292 － － －
売 掛 金 1,240,001 － － －

合 計 1,727,129 － － －
4. デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引：該当事項はありません。
② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引：
　 金利関連

ヘッジ会
計の方法

デリバテ
ィブ取引
の種類等

主なヘッ
ジ対象

契約金額等
（千円） 時価

（千円）
当該時価の
算定方法内１年超

金利スワ
ップの特
例処理

金利スワ
ップ取引
支 払 固
定・受取
変動

長期借入金 154,991 134,987 △5,535
取引先金融機関
から提示された
価格等によって
おります。

合 計 154,991 134,987 △5,535
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5. 長期借入金及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

千円 千円 千円 千円 千円 千円
短期借入金 200,000 － － － － －
長期借入金 50,004 50,004 50,004 50,004 50,004 152,485
合 計 250,004 50,004 50,004 50,004 50,004 152,485

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 648円50銭
１株当たり当期純利益 89円18銭

９．企業結合に関する注記
取得による企業結合
（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業の名称 株式会社ニュートラル

事業の内容 インターネットＥＤＩシステムの開発・販売
及び関連ソリューションサービス

② 企業結合を行った主な理由
　株式会社ニュートラルは、主にスーパーマーケットやドラッグストア、ホームセンター
等の流通小売業向けインターネットＥＤＩシステム「ＢＡＣＲＥＸ」シリーズの他、流通
卸売業及びメーカー向けにインターネットＥＤＩシステムの開発及び販売等を行っており
ます。
　株式会社ニュートラルを吸収合併することで、ＩＴクラウド事業における流通業向けク
ラウドサービスの拡充及び事業の拡大を図るとともに、株式会社ニュートラルのＥＤＩ分
野における経験及びノウハウを活かし、当社が新たなターゲットとする小規模卸売業・メ
ーカーへのＥＤＩサービスの展開を推進するためであります。

③ 企業結合日
平成27年９月１日

④ 企業結合の法的形式
当社を存続会社、株式会社ニュートラルを消滅会社とする吸収合併
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⑤ 結合後企業の名称
株式会社サイバーリンクス

⑥ 取得した議決権比率
合併直前に所有していた議決権比率 21.53％
企業結合日に追加取得した議決権比率 78.47％
取得後の議決権比率 100.00％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社株式を対価とする吸収合併であるため、当社を取得企業としております。

（2）計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
平成27年９月１日から平成27年12月31日まで

（3）被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価 合併直前に保有していた株式会

社ニュートラルの株式の企業結
合日における時価

17,520千円

企業結合日に交付した当社の普
通株式の時価

79,448 〃

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 900 〃
取得原価 97,868千円

（4）株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数
① 株式の種類別の交換比率
株式会社ニュートラルの普通株式１株に対して、当社の普通株式19株を割当て交付し
ております。

② 株式交換比率の算定方法
当社及び株式会社ニュートラルから独立した第三者算定機関として速水税務会計事務
所を選定して株式交換比率の算定を依頼し、提出された報告書に基づき当事者間で協
議の上、算定しております。

③ 交付した株式数
50,540株
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（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額
63,248千円

② 発生原因
今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

③ 償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却

（6）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 104,497千円
固定資産 52,013
資産合計 156,510
流動負債 50,735
固定負債 71,154
負債合計 121,889

（7）企業結合が当事業年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当事業年度の損益計算
書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
売上高 124,683千円
営業損失 23,072
経常損失 24,350
当期純損失 25,104

（概算額の算定方法）
　企業結合が当事業年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高及び損益情報
と、取得企業の損益計算書における売上高及び損益情報との差額を、影響の概算額とし
ております。また、企業結合時に認識されたのれんが当期首に発生したものとして、影
響額を算定しております。
　なお、当該注記は監査証明を受けておりません。
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